
港区民の生活環境を守る建築物の
低炭素化の促進に関する条例

～新制度に関する説明会～

港区環境リサイクル支援部

地球温暖化対策担当

令和３年６月
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１ 港区の現状

２ 【新制度】港区建築物低炭素化促進制度

対象：新築

３ 【新制度】港区地球温暖化対策報告書制度

対象：既存建築物
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説明の流れ



条例制定の経緯～港区の現状～
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港区内の二酸化炭素排出量の推移①

1990年度

2,970千t-CO2/年

2018年度

3,740千t-CO2/年
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港区内の二酸化炭素排出量の推移②

Ａ区
Ｂ区
Ｃ区
Ｄ
区
Ｆ区

港区
Ａ区
Ｂ区
Ｃ区
Ｄ区
Ｅ区



66

港区内の二酸化炭素排出量の内訳

◆港区内の二酸化炭素排出量の部門別内訳では、オフィス
ビルやホテル等からなる民生業務部門と、住宅等からな
る民生家庭部門の合計が、全体の約8割

出典：オール東京62市区町村共同事業「みどり東京・温暖化防止プロジェクト」関係資料を基に作成

2018年度
総排出量

374.0
万t-CO2

民生業務部門
259.8万t-CO2
（69％）

民生家庭部門
47.3万t-CO2
（13％）

港区

廃棄物部門
8.1万t-CO2

(2%)

産業部門
7.8万t-CO2
(2%)

運輸部門
51.0万t-CO2
（14％）

2018年度
総排出量

4,275.9
万t-CO2

民生業務部門
1,909.3万t-CO2

（45％）

民生家庭部門
1,293.8万t-CO2
（30％）

廃棄物部門
140.2万t-CO2

(3%)

産業部門
238.9万t-CO2
(6%)

運輸部門
693.8万t-CO2
（16％）

※端数処理の関係で、総排出量と各部門の合計が一致しない場合があります。

23区全体
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出典：首都大学東京名誉教授・三上岳彦氏原図

夏期日中のヒートアイランド特性（1日の最高気温分布）

2017（平成29）年8月

出典：気象庁のデータを基に首都大学東京名誉教授・三上岳彦氏が作成

港区内のヒートアイランド現象の現状
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令和元年度に条例制定

◆令和２年３月10日、区内におけるＣＯ２排出量の
更なる削減と、ヒートアイランド現象の緩和に向
け、建築物を対象とした、港区民の生活環境を守
る建築物の低炭素化の促進に関する条例（以下
「建築物低炭素化促進条例」という。）を制定

◆令和３年４月１日、建築物低炭素化促進条例を施
行し、同条例に基づき、新築と既存建築物を対象
とした省エネルギー促進のため施策を運用開始



【新制度】
港区建築物低炭素化促進制度
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【旧制度】港区民間建築物低炭素化促進制度概要 ①

◆港区内に延べ面積5,000㎡超で非住宅用途を2,000
㎡以上含む建築物を新築、増築又は改築する建築主は
、当該建築物の環境性能を区に届け出ることが必要

◆東京都が定める基準よりも高い水準の環境配慮を区が
求めることで、区内のエネルギー消費量及び二酸化炭
素排出量を一層削減

旧制度（～令和３年3月31日）

令和３年３月３１日までは、要綱により港区民間建築物低炭素化促進制度を運用し、

新築建築物に高いレベルの環境配慮を誘導
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◆環境配慮の目標

対象となる建築物に、以下の環境配慮を誘導

１ エネルギー使用の合理化

建築物の延べ面積の大きさ等により、省エネ基準(ERR)を設定

２ ヒートアイランド現象の緩和

建築物からの人工排熱の排出高さ基準を５ｍ以上に設定

旧制度（～令和３年3月31日）

【旧制度】港区民間建築物低炭素化促進制度概要 ②
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【新制度】港区建築物低炭素化促進制度概要

◆ 旧制度（港区民間建築物低炭素化促進制度）から
の主な改正点

１ 対象の拡大

２ 優秀水準の設定

３ 環境性能の表示義務化

新制度（令和３年４月1日～）
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【新制度】港区建築物低炭素化促進制度概要

◆ 旧制度（港区民間建築物低炭素化促進制度）から
の主な改正点

１ 対象の拡大

２ 優秀水準の設定

３ 環境性能の表示義務化

新制度（令和３年４月1日～）
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◆港区内に新築、増築又は改築する建築物であって、
非住宅又は住宅用途の延べ面積が300㎡以上が
対象

１ 義務：延べ面積2,000㎡以上

２ 任意：延べ面積300㎡以上2,000㎡未満

対象の拡大
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制度の新旧対照 対象の拡大
※赤字は変更又は新設箇所

※1  ERRの算定式から非住宅は太陽光発電等の再エネ、住宅は再エネ等の数値を除きます。

※2 事務所のほか、学校、工場等を含みます。

※3 ホテルのほか、病院、百貨店、飲食店、集会所等を含みます。

制度の対象

旧制度
（要綱）

新制度
（条例）

事業者 区 事業者 区

届出
省エネ基準
（努力義務）

公開

届出
省エネ基準

（義務）
優秀水準※1

（努力義務）

環境性能
の表示

公開 公表

表彰

用途 延べ面積等
届出
内容

評価
内容

届出
内容

評価
内容

違反
内容

非
住
宅

300㎡以上2,000㎡未満 － － － － 任意 －

用途①事務所等
※2

➢ERR40%以上

用途②ホテル等※3

➢ERR30%以上

任意 実施 実施 －

優秀水準
に達した
場合は、
受賞候補
とします。

2,000㎡以上5,000㎡以
下

任意 －

実施 実施 義務

ERR5％以上

義務 実施 実施 実施

5,000㎡超10,000㎡以
下

努力
義務

ERR５%以上 ERR5％以上

10,000㎡超 ERR10％以上
ERR10％以

上

10,000㎡超で都市開発
諸制度を活用

ERR22％以上
ERR22％以

上

住
宅

300㎡以上2,000㎡未満 － － － － 任意 － ERR20%以上
＋

強化外皮基準適合

（UA値：0.60 [W/
㎡K]以下等）

任意

実施 実施

－

2,000㎡以上 － － － － 義務 － 義務 実施
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【新制度】港区建築物低炭素化促進制度の概要

◆ 旧制度（港区民間建築物低炭素化促進制度）から
の主な改正点

１ 対象の拡大

２ 優秀水準の設定

３ 環境性能の表示義務化

新制度（令和３年４月1日～）
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◆省エネ基準に加え、更に高い水準である優秀水準（努力

義務）を新たに設定し、建築物の高い環境性能を誘導

優秀水準

１ 非住宅用途

（１）事務所、学校、工場等 ➡ ERR40%以上
（２）ホテル、病院、百貨店、飲食店、集会所等

➡ ERR30%以上
２ 住宅用途

ERR20%以上
＋強化外皮基準適合（UA値：0.60 [W/㎡K]以下）

優秀水準の設定
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新築向け補助金

１ 対 象：延べ面積2,000㎡以上の建築物を区内
に新築する建築主

２ 補助金額：補助対象経費の３分の１
（上限500万円）

３ 要 件：建築物低炭素化促進制度における
優秀水準の達成

新築向け補助金チラシ

◆新築建築物に高いレベルの環境配慮を誘導するため、建築
物低炭素促進制度で定める優秀水準を満たす建築物を区内に
新築する建築主へ対象経費を補助
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【新制度】港区建築物低炭素化促進度の概要

◆ 旧制度（港区民間建築物低炭素化促進制度）から
の主な改正点

１ 対象の拡大

２ 優秀水準の設定

３ 環境性能の表示義務化

新制度（令和３年４月1日～）
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環境性能の表示義務化

◆建築主は、建築する建築物の環境性能について、区が
定める方法、場所及び期間等で表示

１ 環境性能表示の発行
（１）建築物低炭素化計画書及び建築物低炭素化工事完了届出

書の提出後、区が環境性能表示を発行
（２）優秀水準を達成した建築物については、環境性能表示に

インセンティブマークを付与

２ 表示場所と期間
（１）工事中：仮囲いに表示（表示期間：仮囲い設置時～撤去まで）

（２）竣工後：建物内に表示（表示期間：３年間）
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環境性能表示の例

見本

インセンティブマーク

（参考）環境性能表示



【新制度】
港区地球温暖化対策報告書制度

22
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◆区内事業所の所有者に対し、事業活動に伴うエネルギー消費・

CO2排出量等の実績等の届出を義務化。区届出内容を公開す

ることで、CO2排出削減の取組を促す制度

港区地球温暖化対策報告書制度

港

区

報告書提出

フィードバック

地球温暖化対策報告書

事業者等

※複数事業所を所有する事業者は、まとめて報告できます。

報告内容をＨＰ等で公開
報告内容をＨＰ等で公開
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◆ 港区地球温暖化対策報告書制度

１ 制度対象

２ 届出概要

３ 優秀水準の設定

港区地球温暖化対策報告書制度概要
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港区地球温暖化対策報告書制度概要

◆ 港区地球温暖化対策報告書制度

１ 制度対象

２ 届出概要

３ 優秀水準の設定
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◆以下の事業所が制度対象

１ 非住宅用途の延べ面積が300㎡以上の事業所

➢任意：延べ面積300㎡以上10,000㎡未満
義務：延べ面積10,000㎡以上

２ 義務：東京都地球温暖化対策報告書制度の報告義務対象事業所

３ 義務：東京都総量削減義務と排出量取引制度の対象事業所

制度対象
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※1 東京都地球温暖化対策報告書制度の対象となる事業者の原油換算エネルギー使用量が年間30kL 以上1,500kL 未満の建築物を総延べ面積で
換算したものです。

※2 総量削減義務と排出量取引制度の対象となる１事業所の原油換算エネルギー使用量が年間1,500kL 以上の事業所（建築物）を延べ面積で換算
したものです。

※3 エネルギー消費量又はCO2 排出量の原単位の削減率を基準年度から、対象①、②及び③には年率２％以上、④には総量削減義務と排出量取引制
度削減義務率に加え年率１ポイント相当以上として、それぞれ定めます。

制度の対象

～令和3年
3月31日
（規定無）

令和３年4月１日～
（条例）

用
途

延べ面積

事業所 区

対象 届出

公開
優秀水準
（努力義務）

公開 公表

表彰届出
内容

届出
内容

評価
内容

違反
内容

非
住
宅
の
既
存
建
築
（事
業
所
）

300㎡以上
10,000㎡未満

－

①区独自の制度の対象事業所 任意

義務

年率2%以上

実施 実施

―

優秀水準に達し
た場合は、表彰
候補とします。

10,000㎡以上
②区独自の制度の対象事業所
（以下③及び④を除く） 義務 実施

10,000㎡～～
30,000㎡相当※1

③都の地球温暖化対策
報告書制度の報告対象事業所

義務 義務 実施 実施 実施
30,000㎡相当～

以上※2
④都の総量削減義務と排出量取

引制度の対象事業所

キャップ＆
トレード制度
削減義務率

＋
年率1ポイント
相当以上

※３

制度対象
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報告協力 報告義務

東京都地球温暖化
対策報告書制度の
義務報告事業所

東京都総量削減義
務と排出量取引制
度の対象事業所

東京都地球温暖化
対策報告書制度の
任意報告事業所

（参考）制度対象判定フロー

建物の用途

住宅 非住宅

延べ面積

300㎡以上
10,000㎡未満 10,000㎡以上300㎡未満

対象外
対 象
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港区地球温暖化対策報告書制度概要

◆ 港区地球温暖化対策報告書制度

１ 制度対象

２ 届出概要

３ 優秀水準の設定
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１ 届出期限
毎年12月末

２ 届出内容
前年度のエネルギー使用量、二酸化炭素排出量等。主な届出内容に
ついて、区は区ＨＰ等で公開、事業者は自身のＨＰ等で公開

３ 届出書類
（１）港区地球温暖化対策報告書提出書（区様式）
（２）港区地球温暖化対策報告書（区様式）

東京都の地球温暖化対策報告書制度又は総量削減義務と排出量取
引制度の対象事業所は、都に提出している書類を添付資料として
提出することで、（２）の提出を省略可

４ 届出方法
電子申請によるオンライン提出又は郵送・窓口への持参による提出

届出概要

電子申請は、港区ＨＰから
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港区地球温暖化対策報告書提出書（区様式） 港区地球温暖化対策報告書（区様式）
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港区地球温暖化対策報告書制度概要

◆ 港区地球温暖化対策報告書制度

１ 制度対象

２ 届出概要

３ 優秀水準の設定
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◆延べ面積当たりのエネルギー消費量及び二酸化炭素排出量の削減率に

優秀水準（努力義務）を設定

優秀水準
１ 総量削減義務と排出量取引制度の対象外の事業所：削減率年率2％以上

2013年度の実績※に対する削減率が年率２％以上

※2013年度実績が把握できない場合は直近３年の実績

２ 総量削減義務と排出量取引制度の対象事業所：削減義務率＋年率１ポイント相当以上

5年間の削減義務率を年間に割り戻した数値（年率）+年率1ポイント相当以上

優秀水準の設定
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優秀水準達成建築物の表彰

◆港区建築物低炭素化促進制度、港区地球温暖化対策報

告書制度における優秀水準に達した建築物から、優れ

た取り組みを行っている建築物を表彰

◆区は、表彰建築物と取組状況について、区ＨＰ等で積
極的にＰＲ


